
● 令和5年度財政投融資計画（当初）に基づく政策コスト分析は、25機関（前回分析︓25機関）を対象に集計

● 政策コストの合計は、３兆5,645億円（前回分析との単純増減は、＋１兆9,153億円）
⇒分析に⽤いた前提⾦利の⽔準上昇に伴い、①現在価値の算出に⽤いる割引率の低下を主因とした、国からの出資⾦等による機会費⽤の増加に

よるコスト増（＋5.5兆円）、②財投機関における余資運⽤の利回り向上を主因とした、国の収⼊の増加によるコスト減（△3.4兆円）

※ 令和5年度予算の概算決定⽇（R４.12.23）における国債流通利回りに基づいて算出。
マイナス値は 0％ として割引率及び将来⾦利を算出し、全機関共通の前提条件に設定。

政策コスト分析の結果（構成要素別）

※ 政策コスト分析の対象事業等には年度毎に相違があるため、この点を考慮して、分析対象・前提条件の相違による影響等を除いた
実質増減は△7,278億円。 【⇒経年⽐較分析】

政策コスト分析の前提⾦利 【スポット・レート】（単位︓億円）

　分析期⾸までに
投⼊された出資⾦

等の機会費⽤

　分析期間中に
⾒込まれる剰余⾦

等の機会費⽤

５年度(A) 25 35,645 136,754 △ 35,546

４年度(B) 25 16,492 71,456 △ 24,935

増減額(A-B) － ＋19,153 ＋65,298 △ 10,611

22,798 △ 88,361 101,208

③

＋54,687△ 1,102 △34,432

23,900 △ 53,929 46,521

 政策コスト 国の⽀出
（補助⾦等）

国の収⼊
（国庫納付等）

国からの
出資⾦等による

機会費⽤
① ②

機
関
数

１. 令和5年度 政策コスト分析の概要



2. 政策コストの内訳（機関別・投⼊時点別）

【留意事項】
◆政策コストの額は、財投機関毎に異なる分析期間や事業⾒通し等、個別の前提

条件の下に推計されたものであり、その前提条件等によって相当程度変化すること
に留意が必要

◆政策コストの額は、財投対象事業の実施によって⽣じる、将来の資⾦移転を伴う
財政負担を⽰すものではない

◆政策コストは、その額の⼤⼩をもって単純に評価することは適当ではなく、その事業
の実施に伴う社会・経済的便益と併せて総合的に評価されるべきものである

【財投機関による政策コスト分析の活⽤例】
 資⾦計画や予算要求を検討する際の材料として活⽤
 財務・業務の効率化を検討する際の材料として活⽤
 ⾃⼰資⾦の活⽤について検討する際の材料として活⽤
 財投機関債発⾏の際の債券内容説明書に記載

（IR活動に活⽤）

（単位︓億円）

５年度(A) ４年度(B) 増減額(A-B)

35,645 16,492 ＋19,153

136,754 71,456 ＋65,298

△ 101,110 △ 54,964 △46,146

イ．国の⽀出（補助⾦等） 22,798 23,900 △1,102

ロ．国の収⼊（国庫納付等） △ 88,361 △ 53,929 △34,432

ハ．剰余⾦等の機会費⽤ △ 36,908 △ 25,762 △11,146

ニ．出資⾦等の機会費⽤ 1,361 827 ＋534

（2） 分析期間中に新たに⾒込まれる
政策コスト

区分

　政策コスト　(1)＋(2)

（1） 分析期⾸までに投⼊された
出資⾦等の機会費⽤

（単位︓億円）

① 分析期⾸までに

投⼊された出資⾦等

の 機 会 費 ⽤ 分

② 分 析 期 間 中 に

新 た に ⾒ 込 ま れ る

政 策 コ ス ト

（株）⽇本政策⾦融公庫 17,302 37,679 △ 20,377
国⺠⼀般向け業務勘定 4,568 22,315 △ 17,747
中⼩企業者向け融資・証券化⽀援保証業務勘定 5,163 9,248 △ 4,084
農林⽔産業者向け業務勘定 1,515 3,035 △ 1,520
危機対応円滑化業務勘定 6,005 3,080 2,924
特定事業等促進円滑化業務勘定 51 1 50

△ 171 699 △ 870
1,099 7,092 △ 5,993
7,487 50,242 △ 42,755

578 0 578
△ 157 708 △ 865

（独）住宅⾦融⽀援機構 △ 1,737 2,334 △ 4,071
住宅資⾦貸付等勘定 340 128 213
証券化⽀援勘定 △ 2,078 2,206 △ 4,284

△ 13,058 7,604 △ 20,662
△ 31 535 △ 566

△ 5,402 － △ 5,402
（独）国⽴病院機構 2,590 1,052 1,539

7,077 － 7,077
（独）都市再⽣機構 △ 5,430 5,359 △ 10,790

17,330 16,894 436
（独）⽔資源機構 1,054 19 1,035
（国研）森林研究・整備機構 7,166 6,353 814
中部国際空港（株） △ 160 94 △ 254

108 90 18
35,645 136,754 △ 101,110合計

機関名 政策コスト
（5年度）

（株）⽇本政策投資銀⾏
その他５機関

（独）鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構（建設勘定）

（独）⽇本⾼速道路保有・債務返済機構

その他５機関

⾃動⾞安全特別会計

融

資

系

機

関

事

業

系

機

関

（株）国際協⼒銀⾏
（独）国際協⼒機構
（独）⽇本学⽣⽀援機構
（独）福祉医療機構

沖縄振興開発⾦融公庫

【財投機関別内訳】 【投⼊時点別内訳】



3. 感応度分析（① 前提⾦利＋１％ケース）

 将来キャッシュフローの推計時に特定の前提条件を変化させて、政策
コストの変動をはかるシナリオ分析

 今回、昨年まで採⽤していた「マイナス⾦利政策導⼊前ケース」による
感応度分析を変更し、基本ケースの⾦利に１％を加算した⾦利シナ
リオを設定

 ⾜元の⾦利環境（国債流通利回り）を前提に分析した 「基本ケース」
との対⽐で、政策コストは＋3兆5,777億円増加（3兆5,645億円
→7兆1,421億円）

将来的な⾦利⽔準の変化によるリスクは依然として⼤きいことを念頭に、引き続き、
複数の前提の下で政策コストの推移を捉えていくことが重要。

（単位︓億円）

令和４年度の
前提⾦利ケース

前提⾦利
＋１％ケース

（株）⽇本政策⾦融公庫 △1,326 ＋752
国⺠⼀般向け業務勘定 ＋446 △998
中⼩企業者向け融資・証券化⽀援保証業務勘定 △479 ＋1,500
農林⽔産業者向け業務勘定 △606 ＋445
危機対応円滑化業務勘定 △689 △192
特定事業等促進円滑化業務勘定 ＋0 △2

△10 ＋91
△1,369 ＋1,317
△6,557 ＋10,148

＋594 △698
△170 ＋162

△2,157 ＋570
住宅資⾦貸付等勘定 △1 △23
証券化⽀援勘定 △2,156 ＋593

△1,663 ＋3,700
△61 ＋115

△2,073 ＋2,431
（独）国⽴病院機構 △1,263 ＋686

＋91 △306
（独）都市再⽣機構 △8,356 ＋8,141

△8,147 ＋8,255
（独）⽔資源機構 ＋22 △32
（国研）森林研究・整備機構 △503 ＋158
中部国際空港（株） △191 ＋214

△65 ＋71
△33,205 ＋35,777

機関名

増減額（基本ケース対⽐）

（株）国際協⼒銀⾏

融

資

系

機

関

沖縄振興開発⾦融公庫

（独）国際協⼒機構
（独）⽇本学⽣⽀援機構

合計

（独）福祉医療機構
（独）住宅⾦融⽀援機構

（株）⽇本政策投資銀⾏
その他５機関

（独）鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構（建設勘定）

（独）⽇本⾼速道路保有・債務返済機構

その他５機関

事

業

系

機

関

⾃動⾞安全特別会計



4. 感応度分析（② 貸倒償却額や事業収⼊等（個別前提）を１％変化させたケース）

 将来キャッシュフローの推計時に特定の前提条件を変化させて、政策コストへの影響
度合いをはかるシナリオ分析

 各機関の事業内容等に応じ個別前提を±1％させて、政策コストの変動額を測定

 コロナウイルスによる財務等への影響度は、機関毎に異なることから、様々な変化幅
（個別前提±○％）に応じた政策コストの変動額を推計する材料とするため、変化
幅の最⼩単位（1％）で分析

例）＋20％の変動額 ＝ ＋1％の変動額 × 20倍

コロナウイルスの影響の実績化による政策コストの経年変化を継続的に注視しつつ、感応度分析におい
てリスクシナリオ検証を⾏うことが重要

【貸倒償却額＋１％】 （単位︓億円）

増加額
（基本ケース対⽐）

（株）⽇本政策⾦融公庫 ＋211
国⺠⼀般向け業務勘定 ＋111
中⼩企業者向け融資・証券化⽀援保証業務勘定 ＋97
農林⽔産業者向け業務勘定 ＋3

＋1
＋62
＋1

＋11
＋8
＋0

（独）住宅⾦融⽀援機構 ＋44
住宅資⾦貸付等勘定 ＋3
証券化⽀援勘定 ＋41

＋8
＋0（⼀財）⺠間都市開発推進機構

機関名

沖縄振興開発⾦融公庫
（株）国際協⼒銀⾏

（独）鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構（海事勘定）

⽇本私⽴学校振興・共済事業団
（独）⽇本学⽣⽀援機構
（独）福祉医療機構

（株）⽇本政策投資銀⾏

【事業費＋１％】 （単位︓億円）

増加額
（基本ケース対⽐）

⾷料安定供給特別会計 ＋0
－

＋17
＋0
＋0

＋10
＋0

⾦属鉱業⼀般勘定 ＋0
⽯油天然ガス等勘定 ＋0

※事業費︓事業経費 等

全国⼟地改良事業団体連合会

（独）⽔資源機構
（独）エネルギー・⾦属鉱物資源機構

機関名

（独）鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構（地域公共交通等勘定）

エネルギー対策特別会計
（独）国際協⼒機構

【その他】 （単位︓億円）

増加額
（基本ケース対⽐）

（株）⽇本政策⾦融公庫 ＋32
危機対応円滑化業務勘定　【補償⾦・補償損失引当⾦＋１％】 ＋32
特定事業等促進円滑化業務勘定　【利⼦補給⾦＋１％】 ＋0

＋0（独）⼤学改⾰⽀援・学位授与機構　【借⼊⾦＋１％】

機関名

【事業収⼊△１％】 （単位︓億円）

増加額
（基本ケース対⽐）

＋409
＋301
＋33
＋11

－
＋864

（独）⽇本⾼速道路保有・債務返済機構 ＋734
（国研）森林研究・整備機構 ＋15

＋30

機関名

（独）国⽴病院機構
（国研）国⽴成育医療研究センター
（国研）国⽴⻑寿医療研究センター

⾃動⾞安全特別会計

（独）都市再⽣機構

※事業収⼊︓業務収⼊、診療業務収⼊、家賃収⼊ 等

（独）鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構（建設勘定）

中部国際空港（株）



（単位︓兆円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

0.7% 0.3% 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% 0.03% 0.03% 0.1% 0.5%

3.1 1.6 △ 0.6 0.2 △ 1.4 △ 0.8 △ 1.0 △ 1.4 3.7 1.6

➀ 分析始期等調整後 3.1 1.5 △ 0.5 0.3 △ 1.5 △ 0.8 △ 0.6 △ 1.2 2.6 1.0

1.6 △ 0.6 0.2 △ 1.4 △ 0.8 △ 1.0 △ 1.4 3.7 1.6 3.6

➁ 前提⾦利等調整後 3.3 2.7 △ 0.4 0.5 △ 1.5 △ 0.5 1.1 3.1 1.5 0.2

実質増減額（②-①） + 0.2 + 1.1 + 0.0 + 0.3 + 0.0 + 0.3 + 1.7 + 4.3 - 1.0 - 0.7

年　度
前提⾦利

（スポットレート︓10年物）

前年度の政策コスト

当年度の政策コスト

5. 経年⽐較分析・発⽣要因別分析
【経年⽐較分析】 【発⽣要因別分析（融資系機関）】

（注）上記計数は、各年度の実質増減額を単純に並べたものであり、各年度の分析対象機関や対象事業等が異なることから、各年度間の⽐較
はできない。

＜参考＞ 経年⽐較分析における各年度の実質増減額（平成26年度〜令和5年度）

（単位︓億円）

（1）繰上償還
による影響額

（2）貸倒による
影響額

（3）その他
（利ざや等）

（株）⽇本政策⾦融公庫 17,302 1,238 19,677 △ 3,613
国⺠⼀般向け業務勘定 4,568 338 9,661 △ 5,430
中⼩企業者向け融資・証券化⽀援保証業務勘定 5,163 1,019 10,078 △ 5,933
農林⽔産業者向け業務勘定 1,515 △ 118 △ 61 1,695
危機対応円滑化業務勘定 6,005 -  -  6,005
特定事業等促進円滑化業務勘定 51 -  -  51

△ 171 18 △ 43 △ 147
1,099 464 6,765 △ 6,129
7,487 -  △ 3,374 10,861

578 △ 3 282 299
△ 157 5 273 △ 435

（独）住宅⾦融⽀援機構 △ 1,737 3,017 3,326 △ 8,080
住宅資⾦貸付等勘定 340 △ 155 278 218
証券化⽀援勘定 △ 2,078 3,172 3,049 △ 8,298

△ 13,058 71 757 △ 13,886
△ 31 2 44 △ 76

政策コスト
(1)+(2)+(3)

その他5機関

機関名

（株）国際協⼒銀⾏
（独）国際協⼒機構
（独）⽇本学⽣⽀援機構
（独）福祉医療機構

（株）⽇本政策投資銀⾏

沖縄振興開発⾦融公庫

（単位︓億円）

実質増減額

（株）⽇本政策⾦融公庫 △8,232
国⺠⼀般向け業務勘定 △422
中⼩企業者向け融資・証券化⽀援保証業務勘定 ＋3,866
農林⽔産業者向け業務勘定 ＋280
危機対応円滑化業務勘定 △11,949
特定事業等促進円滑化業務勘定 △6

＋15
△1,262
＋1,901

△199
△885
△555

住宅資⾦貸付等勘定 △14
証券化⽀援勘定 △541

△1,271
＋6

⾃動⾞安全特別会計 △2,179
（独）国⽴病院機構 ＋852

＋1,131
（独）都市再⽣機構 ＋3,827

△151
（独）⽔資源機構 ＋463
（国研）森林研究・整備機構 △556
中部国際空港（株） ＋12

△195
△7,278

沖縄振興開発⾦融公庫

合計

機関名

（株）国際協⼒銀⾏
（独）国際協⼒機構
（独）⽇本学⽣⽀援機構
（独）福祉医療機構
（独）住宅⾦融⽀援機構

（株）⽇本政策投資銀⾏
その他５機関

（独）鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構（建設勘定）

（独）⽇本⾼速道路保有・債務返済機構

その他５機関

事

業

系

機

関

融

資

系

機

関



（参考）政策コスト分析の概要

① 補助⾦等
・・・ 将来、国からの⽀出が⾒込まれる、補助⾦等の総額

② 国庫納付等
・・・ 将来、国への納付が⾒込まれる、国庫納付・法⼈税等の総額

③ 機会費⽤
・・・ 既に投⼊された出資⾦等による、国にとっての機会費⽤※の額

【⽬的・意義】
財投対象事業の実施に伴う「将来の国⺠負担」の額を⼀定の前提条件の下で試算し、その結果を公表することで財政投融資制度のディスクロージャーを推進

する取組み。

【導⼊経緯】
「財政投融資の抜本的改⾰について（資⾦運⽤審議会懇談会とりまとめ）」（平成9年11⽉）において、将来の国⺠負担に関するディスクロージャーや財政

の健全性を確保する観点から導⼊の提⾔を受け、平成11年度に住宅⾦融公庫等の5機関において試⾏的に分析を開始し、財投改⾰が⾏われた平成13年度
から全特殊法⼈等33機関が分析を⾏うなど本格的に導⼊。

【政策コストの算出⽅法】

政策コスト ＝ ① － ② ＋ ③
※①〜③は全て現在価値に換算

※ 機会費⽤とは
国が財投機関に対して出資等を⾏った場合、その分の資⾦を国債で運⽤

すれば得られた収益を放棄したものと考えることができる。
このような出資⾦の機会費⽤（＝機関が国から出資⾦等を受けることで得

られる利払軽減効果）を、政策コストの構成要素としている。

受益

《 国⺠ 》
⻑期・低利の融資

社会資本整備等

《 財投機関 》
融資・投資・保証

償還（元利払）・配当

《 国 》

⼀般会計等

① 補助⾦等

② 国庫納付等

国からの
出資⾦等

③ 機会費⽤

融資の返済

料⾦の⽀払

財政投融資

負担

各財投機関が、財政投融資を活⽤している事業について、⼀定の
前提条件（⾦利、事業規模等）を設定し、将来の資⾦収⽀
（キャッシュフロー）等を推計。
これに基づいて、以下の計算式により 「政策コスト」 を算出。

【参考:現在の取組状況】
政策コスト分析の導⼊以降、資⾦企画室では、基本ケースとなる分析のほか、以下のように

様々な分析を実施しながら分析⼿法や公表内容の充実を図っているところ。

◆ 経年⽐較分析（実質増減分析）
前年度分析と対等な前提条件の下で政策コストを⽐較し、実質的な変化を把握。

◆ 感応度分析
特定の前提条件を変化させて、政策コストに与える影響を把握。

（例︓前提⾦利＋１％ケース、貸倒償却額＋1％、事業収⼊△1％）

◆ 発⽣要因別分析
融資系機関について、算出された政策コストの発⽣要因（繰上償還、貸倒等）を把握。



○令和５年度政策コスト分析を行っている25機関の主な分類

社会資本
鉄道建設・運輸施設整備支援機構（建設、地域公共交通等）、日本高速道路保有・債務返済機構、水資源機構、森林研究・整備機構、民間都市開発推進機構、中部国際空港、自動車安全特別会計（空港
整備）

海外投融資等 国際協力銀行（一般業務、特別業務）、国際協力機構

その他 日本政策金融公庫（危機対応）

環境 エネルギー・金属鉱物資源機構（金属鉱業一般）

産業・イノベーション
エネルギー対策特別会計、日本政策金融公庫（特定事業等促進円滑化）、沖縄振興開発金融公庫、鉄道建設・運輸施設整備支援機構（海事）、エネルギー・金属鉱物資源機構（石油天然ガス等）、日本政
策投資銀行

住宅 住宅金融支援機構（住宅資金貸付等、証券化支援）、都市再生機構

農林水産業 食料安定供給特別会計、日本政策金融公庫（農林水産）、沖縄振興開発金融公庫、全国土地改良事業団体連合会、水資源機構

教育 日本政策金融公庫（国民）、沖縄振興開発金融公庫、日本私立学校振興・共済事業団、日本学生支援機構

福祉・医療 沖縄振興開発金融公庫、日本私立学校振興・共済事業団、福祉医療機構、国立病院機構、国立成育医療研究センター、国立長寿医療研究センター、大学改革支援・学位授与機構

（参考１－１）　対象分野別　令和5年度政策コスト内訳（構成要素別）

　　「令和５年度財政投融資使途別分類表」に沿って、令和５年度の政策コストを分類。
　　（注）使途別分類が複数の区分にまたがっている機関は、上記の使途別分類表作成時に割り振られた財投比率に応じて、令和５年度の政策コストを按分し算出。

分類 財投機関名

中小零細企業 日本政策金融公庫（国民、中小）、沖縄振興開発金融公庫

中小零細企業
17.2%

農林水産業
3.0% 教育

0.9%

福祉・医療
2.8%

環境
0.0003%

産業・イノベーション
3.4%

住宅
3.3%

社会資本
23.4%

海外投融資等
40.0%

その他
5.9%

＜③出資金等の機会費用：101,208億円＞

中小零細企業
7.0%

農林水産業
4.0%

教育
4.8% 福祉・医療

0.5%

環境
0.01%

産業・イノベーション
0.3%

住宅
8.5%

社会資本
74.9%

その他
0.05%

＜①国の支出（補助金等）：22,798億円＞

中小零細企業
10.8%

農林水産業
2.4%

教育
1.4%

福祉・医療
0.58%

環境
0.001%

産業・イノベーション
18.8%

住宅
14.1%

社会資本
15.9%

海外投融資等
36.1%

＜②国の収入（国庫納付等）：△ 88,361億円＞



①1,604
②△355
➂6,866

①1,604
②△9,509
➂17,387

①781
②△1,506
➂1,782

①907
②△2,121
➂3,083

①1,521
②△182
➂306

①1,093
②△1,237
➂888

①120
②△74
➂1,395

①122
②△512
➂2,863

①3
②△1
➂0.2

①3
②△1
➂0.3

①71
②△12,200
➂△1,952

①60
②△16,611
➂3,474

①2,218
②△21,823
➂△1,595

①1,927
②△12,445
➂3,350

①17,564
②△15,403
➂17,929

①17,069
②△14,025
➂23,684

①19
➂19,953

①12
➂5,993

②△2,384
➂1,836

②△31,900
➂40,486

△40,000

△30,000

△20,000

△10,000

－

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度

中小零細企業 農林水産業 教育 福祉・医療 環境 産業・

イノベーション

住宅 社会資本 海外投融資等 その他

（単位：億円）

（参考１－２） 対象分野別政策コスト内訳（令和４・５年度）

①国の支出 （補助金等） ②国の収入 （国庫納付等） ③出資金等の機会費用

４年度コスト 8,115 1,056 1,645 1,441 3 △ 14,082 △ 21,200 20,090 △ 548 19,972
５年度コスト 9,482 1,869 744 2,473 3 △ 13,077 △ 7,168 26,728 8,586 6,005



（参考２） 社会・経済的便益の試算 

政策コストは、財投対象事業の実施に伴う国民負担の金額を、一定の前提条件のもとで試算したものであることから、これに対して国民や社会にどれだけの経済的便益をも

たらすかという効果と併せて総合的に評価することが重要です。しかし、個々に性格が異なる事業の便益を統一的かつ定量的に把握することは非常に難しく、例えば、生命や修

学機会の拡大など金銭的に評価できない事柄も存在しています。 

そこで、政策コスト分析では、分析対象事業が国民生活や社会に対してどのような貢献を果たしているかを、各機関が独自に試算した定量的な社会・経済的便益などを用い

て可能な限り詳細に説明するよう努めています。 

公共事業については、関係府省が策定している「費用便益分析マニュアル」等を活用することによって、概ね統一的な基準で社会・経済的便益を定量的に試算することが可能

なことから、これに政策コスト分析の前提条件（割引率、分析期間）を当てはめて試算し直すことで、政策コストとの対比を可能としています。 

（注１）「費用便益分析マニュアル」等においては、社会的便益を現在価値化するために用いら

れる「社会的割引率」が定められており、社会資本整備に必要な資金調達コスト（長期

国債）の過去の平均利回りを参考にして、将来の物価上昇等も考慮し、社会的割引率を

当面の間４％とすることとされています。

ここでは、社会的割引率（４％）を用いた場合と、政策コスト分析の割引率を用いた

場合の試算を記載しています。

その分析期間については、「費用便益分析マニュアル」等で定められている対象事業の

実施期間に耐用年数を考慮した分析期間（供用期間）と、政策コスト分析の分析期間（償

還期間）の２種類での試算を行っています。

（注２）左記の社会・経済的便益は、各機関それぞれに異なる分析期間や事業見通し等の前提

条件の下に推計された試算額であり、割引率の影響によって相当程度変化することに留

意が必要です。

（注３）統一的な試算前提が確立されていない融資系機関は試算を行っていません。

（単位：億円、年）

分析期間 分析期間

39,464
開業後

50
33,306 22

9,991 18,908

3,195
換地処分後

50
6,238

換地処分後
50

3,678
再開発ビル供用開始後

50
6,919

再開発ビル供用開始後
50

3,117
建物供用開始後

47
5,751

建物供用開始後
47

80,164 36 120,335 36

152,328 50 209,531 32

17,540 60 24,480 60

19,909 32 19,286 19空港整備事業

（独） 日本高速道路保有・債務返済機構

（独） 水資源機構

（国研） 森林研究・整備機構

中部国際空港 （株）

高速道路事業

用水路等建設事業

水源林造成事業

（参考）政策コスト分析の割引率と分析期間により試算
した場合

（独） 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

（独） 都市再生機構

社会・経済的便益
機関名

（事業名）

建設勘定（新幹線事業）

都市機能更新（区画整理）事業

都市機能更新（市街地再開発）事業

居住環境整備事業



＜参考＞試算で使用したマニュアル及び計測項目 

機関名 事業名 マニュアル 計測項目

（独）鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

新幹線事業 鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル2012
新幹線整備による総所要時間の短縮、交通費用減少、乗換利便性向
上による利用者便益等

都市機能更新（区画整理）事業 土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル

都市機能更新（市街地再開発）事業 市街地再開発事業の費用便益分析マニュアル

居住環境整備事業 住宅市街地総合整備事業費用対効果分析マニュアル

（独）日本高速道路保
有・債務返済機構

高速道路事業 費用便益分析マニュアル
高速道路や一般有料道路等の利用を通じた走行時間の短縮、燃料費
等の走行経費の節約、交通事故の減少等による利用者便益

用水路等建設事業（農業用水） 土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数　等 用水路等建設（農業用水）による営農経費節減効果、作物生産効果等

用水路等建設事業（水道用水） 水道事業の費用対効果分析マニュアル
用水路等建設（水道用水）による渇水・災害時における減・断水被害額
の減少の効果

用水路等建設事業（工業用水） 工業用水道事業に係る政策評価実施要領　等
用水路等建設（工業用水）による工業用水の調達コスト削減効果、耐
震化による施設損壊リスクの回避効果

（国研）森林研究・整
備機構

水源林造成事業 林野公共事業における事業評価マニュアル
水源林の植林による水源かん養便益、山地保全便益、環境保全便
益、木材生産便益

中部国際空港（株） 空港整備事業 空港整備事業の費用対効果分析マニュアルVer.4 利用者便益、供給者便益、地域企業・住民便益

（独）都市再生機構
大都市地域等における土地区画整理事業、市街地再開発事業、居住
環境整備事業による、再開発ビルの賃貸営業者等の収益向上、居住
者等の利便性・快適性の向上による地価変化分による便益

（独）水資源機構




